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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第15期

第１四半期累計期間
第16期

第１四半期累計期間
第15期

会計期間
自 平成24年６月１日
至 平成24年８月31日

自 平成25年６月１日
至 平成25年８月31日

自 平成24年６月１日
至 平成25年５月31日

売上高 (千円) 841,375 825,852 3,213,537

経常利益又は経常損失(△) (千円) 10,671 △20,128 △62,176

四半期純利益
又は四半期(当期)純損失(△)

(千円) 8,623 △26,815 △176,783

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 429,215 429,215 429,215

発行済株式総数 (株) 5,153,700 5,153,700 5,153,700

純資産額 (千円) 665,409 453,154 480,113

総資産額 (千円) 1,750,432 1,640,868 1,499,343

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期(当期)純損失金額(△)

(円) 1.68 △5.21 △34.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 38.0 27.6 32.0

(注) １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移に

つ　　　

　　いては記載しておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第15期第１四半期累計期間は潜在株式が

存在しないため、第16期第１四半期累計期間及び第15期は、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。

当第１四半期会計期間における、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

株式会社エクシング（以下「公開買付者」といいます。）が平成25年６月26日より実施しておりました

当社普通株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）が、平成25年８月７日をもって

終了し、公開買付者が、平成25年８月14日（本公開買付けの決済の開始日）付にて当社普通株式

4,349,200株を取得することとなりました。

この結果、公開買付者の保有する当社普通株式に係る議決権の合計が、当社の総株主等の議決権の50%

超となることから、公開買付者は、新たに当社の親会社及び主要株主である筆頭株主に該当することにな

りました。これに伴い、公開買付者の親会社であるブラザー工業株式会社も、当社の親会社に該当するこ

とになりました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある以下の事項が発生しております。

なお、文中の将来に関する事項は、当第１四半期会計期間末（平成25年８月31日現在）において当社が

判断したものであります。

(1) 株式会社エクシングとの関係について

㈱エクシングが実施した当社株式に対する公開買付けが成立したことにより、平成25年８月14日をもっ

て、同社は当社議決権の84.50％を保有する、当社の親会社及び主要株主である筆頭株主に該当すること

になりました。

当社は以前より、同社からカラオケ機器及び周辺機器の購入、配信サービス提供を受けており、今後取

引が拡大する可能性があります。

また同社の経営方針の変更等が生じた場合、当社の事業運営に影響を及ぼす可能性があります。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要や昨年12月の政権交代後

の経済政策への期待感から、株価の回復・円高基調へ転換するなど明るい兆しが見られるものの、輸入

価格の上昇に伴うエネルギー・生活必需品などの高騰および消費税増税や雇用不安など、国内景気は依

然先行き不透明な状況で推移いたしました。

このような経済情勢の中、消費者の生活防衛意識や節約志向が依然根強く、当社が主力事業としてい

る余暇産業の業界は、低価格競争が激化するなど大変厳しい状況が継続いたしました。

当社は、引続き「お客様第一主義」「重点主義」「事業構造の変革」を基本方針とし、店舗における

「快適な時間と空間」を提供することに注力するとともに、QSC（商品品質・サービス・清潔さ）教育

を継続推進してまいりました。

　

なお当社は、店舗における不特定多数の方を対象としたサービス業の単一セグメントであるため、当

第１四半期累計期間における事業別の業績を記載いたします。
　 　 　 　

事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％)

マルチメディア
カフェ事業

直営事業 549,519 97.7

フランチャイズ事業 12,205 139.4

小計 561,725 98.3

カラオケ事業 214,368 98.3

その他事業 49,759 95.8

合計 825,852 98.2

　

また、当社普通株式に対する公開買付けにより、当社の議決権4,349個（総株主等の議決権に対する

割合84.5％）を所有する株式会社エクシングは平成25年8月14日付にて当社の親会社となりました。
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① マルチメディアカフェ事業

マルチメディアカフェ事業は、直営事業及びフランチャイズ事業の合計で売上高は561百万円（前

年同期比98.3％）となりました。

　

（直営事業）

マルチメディアカフェ直営事業は、「お客様のリクエストにお応えできる充実したサービスの提

供」と「明るく開放感があり競争力のある店舗」を目指し、接客力の向上、清掃強化といったサービ

スの基本であるQSC（商品品質・サービス・清潔さ）教育を継続し、合わせて各種営業施策を実施し

てまいりました。

設備投資に関しましては、カラオケの複合化強化を目的に通信型カラオケ機器の導入を積極的に推

進いたしました。店舗数につきましては１店舗の閉店があったことにより、前事業年度末より１店舗

減少した32店舗となっております。

以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は549百万円（前年同期比97.7％）となりました。

　

（フランチャイズ事業）

マルチメディアカフェフランチャイズ事業は、日々の営業活動から生じるロイヤルティ収入及び備

品販売を売上高に計上しております。店舗数につきましては、当第１四半期累計期間において変動は

なく前事業年度末と同数の４店舗となっております。

以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は12百万円（前年同期比139.4％）となりました。

　

②カラオケ事業

カラオケ事業は、一部の地域で競争環境は厳しさを増しているものの、接客レベルを上げるQSC教

育を継続してまいりました。設備投資に関しましては、最新機種の通信型カラオケ機器を全店舗で積

極的に導入し、提供サービスの向上を図ってまいりました。店舗数につきましては当第１四半期累計

期間において変動はなく前事業年度末と同数の13店舗となっております。

以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は214百万円（前年同期比98.3％）となりました。

　

③その他事業

その他事業として短時間で高品質なサービスを低料金で提供する美容室「イレブン・カット」を株

式会社エム・ワイ・ケーとエリアフランチャイズ契約を締結し、愛知県・静岡県内に合計６店舗を運

営しており、引き続き認知度を高める施策を講じてまいりました。

以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は49百万円（前年同期比95.8％）となりました。

　

これらの結果、当第１四半期累計期間における売上高は825百万円（前年同期比98.2％）となりま

した。一方、売上原価、販売費及び一般管理費は、全社的に経費削減は進んでいるものの、公開買付

けに伴う費用の計上により842百万円（前年同期比102％）となりました。

その結果、営業損失は16百万円（前年同期は営業利益14百万円）、経常損失は20百万円（前年同期

は経常利益10百万円）となりました。また、店舗閉鎖損失等の計上により、四半期純損失は26百万円

（前年同期は四半期純利益８百万円）となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第１四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末より141百万円増加した1,640百万円とな

りました。これは主に現金及び預金115百万円の増加によるものです。

　

（負債の部）

当第１四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末より168百万円増加した1,187百万円とな

りました。これは主に借入金99百万円の増加 、リース債務18百万円の増加によるものです。

　

（純資産の部）

当第１四半期会計期間末における純資産合計は、四半期純損失26百万円の計上により、前事業年度末

より26百万円減少した453百万円となりました。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,900,000

計 14,900,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年8月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年10月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,153,700 5,153,700
東京証券取引所
(マザーズ)

単元株式数1,000株

計 5,153,700 5,153,700 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年６月１日～
平成25年８月31日

― 5,153,700 ― 429,215 ― 228,444

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成25年５月31日現在の株主名簿により記載しており

ます。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

6,000
― 単元株式数1,000株

完全議決権株式(その他)
普通株式

5,139,000
5,139 同上

単元未満株式
普通株式

8,700
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 5,153,700 ― ―

総株主の議決権 ― 5,139 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成25年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社メディアクリエイト 静岡県沼津市筒井町４-２ 6,000 ― 6,000 0.12

計 ― 6,000 ― 6,000 0.12

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成25年６月１日か

ら平成25年８月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成25年６月１日から平成25年８月31日まで)に係る

四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第

２項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目

からみて、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げ

ない程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成25年５月31日)

当第１四半期会計期間
(平成25年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 269,789 385,293

売掛金 3,312 3,528

原材料及び貯蔵品 22,815 22,870

その他 77,462 90,229

貸倒引当金 △148 △204

流動資産合計 373,230 501,718

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 518,196 508,906

リース資産（純額） 191,486 213,837

その他（純額） 41,789 40,394

有形固定資産合計 751,471 763,139

無形固定資産 8,410 7,929

投資その他の資産

敷金及び保証金 357,551 352,283

その他 7,308 14,624

投資その他の資産合計 364,860 366,907

固定資産合計 1,124,742 1,137,976

繰延資産 1,369 1,173

資産合計 1,499,343 1,640,868
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（単位：千円）

前事業年度
(平成25年５月31日)

当第１四半期会計期間
(平成25年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 37,426 41,746

1年内返済予定の長期借入金 169,340 184,681

1年内償還予定の社債 30,000 30,000

リース債務 135,212 139,518

未払金 150,992 174,830

未払法人税等 10,569 4,004

賞与引当金 － 6,168

その他 12,161 34,511

流動負債合計 545,702 615,459

固定負債

社債 30,000 30,000

長期借入金 227,175 310,947

リース債務 137,518 152,121

退職給付引当金 33,349 33,822

その他 45,483 45,362

固定負債合計 473,527 572,253

負債合計 1,019,229 1,187,713

純資産の部

株主資本

資本金 429,215 429,215

資本剰余金 228,444 228,444

利益剰余金 △176,783 △203,598

自己株式 △762 △905

株主資本合計 480,113 453,154

純資産合計 480,113 453,154

負債純資産合計 1,499,343 1,640,868
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自 平成24年６月１日
　至 平成24年８月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成25年６月１日
　至 平成25年８月31日)

売上高 841,375 825,852

売上原価 748,858 760,778

売上総利益 92,517 65,074

販売費及び一般管理費 78,007 81,951

営業利益又は営業損失（△） 14,509 △16,877

営業外収益

設備賃貸料 5,550 5,550

受取手数料 1,091 2,176

負ののれん償却額 541 －

その他 2,777 2,049

営業外収益合計 9,961 9,776

営業外費用

支払利息 5,348 5,174

設備賃貸費用 6,711 6,744

その他 1,739 1,108

営業外費用合計 13,799 13,027

経常利益又は経常損失（△） 10,671 △20,128

特別損失

固定資産除却損 403 －

リース解約損 － 203

店舗閉鎖損失 － 4,922

特別損失合計 403 5,125

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 10,268 △25,253

法人税、住民税及び事業税 1,688 1,682

法人税等調整額 △43 △120

法人税等合計 1,644 1,561

四半期純利益又は四半期純損失（△） 8,623 △26,815
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【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの

償却額は、次のとおりであります。　

　
　
　

前第１四半期累計期間
(自　平成24年６月１日
至　平成24年８月31日）

当第１四半期累計期間
(自　平成25年６月１日
至　平成25年８月31日）

減価償却費 48,929千円 41,159千円

負ののれんの償却額 △541千円 －千円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 平成24年６月１日 至 平成24年８月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が前第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が前第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成24年８月17日開催の定時株主総会の決議により、資本準備金を106,722千円取り崩し、

その他資本剰余金に振替いたしました。また、その他資本剰余金106,722千円で繰越利益剰余金の欠損

補填を行いました。この結果、資本剰余金が106,722千円減少し、利益剰余金が106,722千円増加いたし

ました。

　

当第１四半期累計期間(自 平成25年６月１日 至 平成25年８月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(持分法損益等)

前第１四半期累計期間(自 平成24年６月１日 至 平成24年８月31日)

関連会社が存在しないため、該当事項はありません。

　

当第１四半期累計期間(自 平成25年６月１日 至 平成25年８月31日)

関連会社が存在しないため、該当事項はありません。　

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間(自 平成24年６月１日 至 平成24年８月31日)

当社は、店舗における不特定多数の方を対象としたサービス業の単一セグメントであるため、記載を省

略しております。

　

当第１四半期累計期間(自 平成25年６月１日 至 平成25年８月31日)

当社は、店舗における不特定多数の方を対象としたサービス業の単一セグメントであるため、記載を省

略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は以下のとおりであ

ります。
　

項目 　
前第１四半期累計期間

(自 平成24年６月１日
至 平成24年８月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成25年６月１日
至 平成25年８月31日)

１株当たり四半期純利益金額
又は１株当たり四半期純損失金額(△)

　 1円68銭 △5円21銭

(算定上の基礎) 　 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△) (千円) 8,623 △26,815

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額
又は普通株式に係る四半期純損失金額(△)

(千円) 8,623 △26,815

普通株式の期中平均株式数 (株) 5,148,102 5,147,173

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期累計期間は、潜在株式が存在しないた

め、当第１四半期累計期間は、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。
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(重要な後発事象)

当社は、平成25年９月30日開催の取締役会において、種類株式発行に係る定款一部変更、全部取得条

項の付加に係る定款一部変更、及び全部取得条項付普通株式の取得等について、平成25年10月24日開催

予定の当社の臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」といいます。）に付議することを決議し、また、

全部取得条項の付加に係る定款一部変更について、本臨時株主総会の開催予定日と同日に開催予定の当

社普通株式を有する株主の皆様を構成員とする種類株主総会（以下「本種類株主総会」といいます。）

に付議することを決議いたしました。

当社普通株式は、現在、東京証券取引所マザーズ市場に上場していますが、本臨時株主総会におい

て、種類株式発行に係る定款一部変更、全部取得条項の付加に係る定款一部変更、及び全部取得条項付

普通株式の取得等にかかる議案が原案どおり承認可決され、本種類株主総会において全部取得条項の付

加に係る定款一部変更に係る議案が原案どおり承認可決された場合には、当社普通株式は、東京証券取

引所マザーズ市場の上場廃止基準に該当することとなりますので、平成25年10月24日から同年11月25日

まで整理銘柄に指定された後、同月26日をもって上場廃止となる予定です。上場廃止後は、当社普通株

式を東京証券取引所マザーズ市場において取引することはできません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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平成25年10月10日

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   鴫   原   泰   貴   印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   早　　稲　　田   宏   印

独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

株式会社メディアクリエイト

 取 締 役 会 御 中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社メディアクリエイトの平成25年６月１日から平成26年５月31日までの第16期事業年度の第１四半期会

計期間(平成25年６月１日から平成25年８月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成25年６月１日から平成

25年８月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メディアクリエイトの平成25年８月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成25年9月30日の取締役会において、平成25年10月24

日開催予定の臨時株主総会において、種類株式発行に係る定款一部変更、全部取得条項の付加に係る定款一

部変更、及び全部取得条項付普通株式の取得等を付議し、同日開催予定の種類株主総会において、全部取得

条項の付加に係る定款一部変更を付議する決議を行った。臨時株主総会及び種類株主総会に付議された議案

が原案どおり承認可決された場合、会社普通株式は、東京証券取引所マザーズ市場の上場廃止基準に該当す

ることとなり、平成25年11月26日をもって上場廃止となる予定である。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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